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No. 722 日合商の基本は『協調と連帯』

日合商は昭和 52（1977）年に合板・建材を扱う流通
業界の活性化と、関係官庁に意見書が提出できる組
織として発足した歴史ある組織であり、業界唯一の
国の認可団体です。その「会勢強化」は、業界の活
性化につながるものです。また、新規会員・賛助会
員の数が増えることで関係官庁への発言力も増し、
社会的な影響力も拡大していくものと考えています。
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新年あけましておめでとうございます。

組合員の皆さま、賛助会員の皆さま、

本年も宜しくお願い申し上げます。

また、昨年の豪雨や地震で被災された皆様には、

心よりお見舞い申し上げますとともに

一日も早い復旧・復興をお祈り申し上げます。

　さて、昨年の世界の経済情勢を顧みますと、二

年以上続く世界経済の安定した回復基調にも地域

による成長のばらつきが見られ始めました。また

米国の安全保障を背景とした貿易制限措置などの

通商政策により、成長の下振れリスクが高まり、

地政学的緊張も見られました。国内では、豪雨・

地震による災害の影響もあり景気回復基調にも足

踏み感が見られましたが、10月に第 4次安倍改

造内閣が発足し、「復興・国土強靭化」「生産革命

による経済成長」「労働制度等の社会保障改革」「地

方創生」の政策の基本方針が示されたところです。

本年の世界経済は、成長環境のなか景気後退や金

融の引き締めへの耐性強化の準備が必要とされま

す。一方国内は、雇用・所得環境の改善は堅調で

個人消費は持ち直し、企業収益の改善による設備

投資の増加など内需がけん引する景気回復が続く

見込みです。

　昨年の住宅需要は、貸家の着工減の影響から全

体では前年比で微減すると予想されます。本年は、

前半に消費増税の駆け込み等による持家と分譲戸

建の増加が見込まれます。しかし政府による駆け

込み効果平準化策等により、全体の増加効果は過

去の増税時に比べ小規模と予測されます。

　また昨年の国内の住宅資材は、国産針葉樹合板

の需要用途の拡大は進み、針葉樹構造用合板の需

要家への供給もタイトな状況が改善しました。し

かし組合として積極的に対応を進める「働き方改

革」に関連する運転手不足などの物流問題は、深

刻さを増しています。本年も輸入に関連する合板

や建材などは、産地からの供給の安定化が望まれ

ますが、国内の針葉樹構造用合板も需要に見合っ

た供給が望まれます。　

　このような環境のなか、日合商は、合法木材等

の利用と普及・拡大を主要な活動の一つとし、各

支部で研修会を進めて参りました。特にクリーン

ウッド法では、グリーン購入法に基づく合法性確

認方法が活用できることになりました。本年も、

引き続き合法木材等の利用促進、木造住宅への補

助政策の拡大等への陳情等により、政府施策と組

合員の事業との関係性が深まるよう取組みを進め

ます。また組合員を中心とする会員向け勉強会・

研修会・親睦会を各支部と共同で実施し、日合

商の基盤強化を目指して参りたいと考えておりま

す。

　日合商の会勢の強化に関しましては、合法木材

等の供給事業者の認定取得等のための入会による

増加、一方事業撤退等による退会の結果、組合員

数は829社（2018年 9月末日）となっています。

引き続き、組合員・準会員・賛助会員の皆様のご

協力を仰ぎ、1,000 社を超える組合を目指して邁

進していく所存です。

　本年も、会員相互の「協調と連帯」のもと、情

報の早期収集と発信を通じ、組合員の皆様の事業の

拡大・強化に貢献して参りたいと考えております。

　会員の皆様と連帯し成果を手に入れる年とする

ことを祈念して、年頭のご挨拶とさせて頂きます。

日本合板商業組合
理事長　足立  建一郎

年 頭 所 感
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北海道	 - ④ -0014	 ダイアックス㈱	 代表取締役	 須藤　泰成
東北	 - ④ -0021	 ㈱熊谷	 代表取締役	 熊谷　勝郎
東北	 - ④ -0022	 ㈱赤石材木店	 代表取締役	 赤石　慎
東北	 - ② -0036	 ㈱イワベニ	 代表取締役	 上鶴　修
東関東	 - ④ -0008	 ㈱スンエン千葉支店	 代表取締役社長	 中居　幸博
東関東	 - ② -0020	 ㈱石川商会住宅機材	 代表取締役	 小関　秀央
東関東	 - ① -0039	 ㈲エスアンドケイ	 代表取締役	 鈴木　高明
東京・長野	- ③ -0124	 ㈱シンケン	 代表取締役	 市川　興一

東京	 - ③ -0125	 江間忠木材㈱	 代表取締役	 江間　壮一
東京	 - ② -0135	 協同木材貿易㈱	 代表取締役	 栗島　育男
東京・静岡	- ① -0219	 H・H・M	 代表	 相澤　義雄
東京・静岡	- ① -0220	 ㈲セイワン	 代表取締役	 望月　康史
東京 S	 - ④ -0005	 住友林業㈱木材建材事業本部	 国際流通営業部長	 細谷　洋一
神奈川	 - ④ -0011	 マルキュウ林業㈱	 代表取締役	 石井　慎也
神奈川	 - ④ -0012	 ㈲銘正産業	 代表取締役	 渡邉　正平
神奈川	 - ④ -0013	 堀内木材㈱	 代表取締役	 宮田　昌幸
神奈川	 - ④ -0014	 ㈱ヤマシタ	 代表取締役	 山下　章
神奈川	 - ④ -0019	 ㈲桐栄材木	 代表取締役	 桐ヶ谷　利浩

神奈川	 - ④ -0021	 石橋ホーム資材㈱	 代表取締役	 石橋　由希夫
神奈川	 - ④ -0022	 瀬沼木材㈱	 代表取締役	 瀬沼　庄次郎
中部日本	 - ④ -0024	 トーア㈱	 代表取締役	 三輪　恭裕
関西	 - ④ -0056	 ㈱ニッタクス大阪営業所	 所長	 久保　智和
関西	 - ④ -0057	 通商㈱	 代表取締役	 榎屋　博英
関西	 - ④ -0058	 ㈱クレマ	 代表取締役	 國松　隆夫
関西	 - ④ -0059	 タカダビルテック㈱	 代表取締役	 正司　茂希
九州	 - ④ -0022	 德永産業㈲	 代表取締役	 德永　安秀
九州	 - ④ -0023	 ㈱オチアイ	 代表取締役	 野口　東吾
九州	 -0119	 ㈲伏見商会	 代表取締役	 伏見　誠

【グリーン購入法】に基づき事業者新認定・期限更新した28 社

2018 年 12 月 19 日に行われた林野庁主催「平成 30 年度 第 3 回木材需給会議」での検討結果が公表されました

平成 30 年 12 月 25 日現在

丸太 輸入製材品

米材　　欧州材　南洋材　 北洋材　NZ/チリ　 計四半期　   　　区　分 米材　　南洋材　北洋材　NZ/ チリ　　計
国産材

製材用 　合板用　    計
輸入丸太

平
成
30
年

平
成
31
年

国内製造　 輸入　　計 国内製造　 輸入　　計

合板 構造用集成材

	 　7-9 月	 実績

	10-12 月	 見込み

年計

	 1-3 月	 見通し

	 4-6 月	 見通し

	 2,931	 1,067	 3,998	 614	 29	 30	 113	 786	 523	 622	 100	 157	 102	 1,504	 803	 661	 1,464	 450	 197	 647	
	 101.2	 109.9	 103.4	 93.0	 52.7	 111.1	 110.8	 93.1	 95.3	 86.0	 87.7	 101.9	 125.9	 92.8	 98.4	 97.9	 98.2	 111.1	 90.0	 103.7
	 3,100	 1,140	 4,240	 550	 43	 27	 95	 715	 530	 650	 100	 130	 90	 1,500	 830	 708	 1,538	 445	 200	 645
	 97.8	 114.5	 101.8	 95.5	 116.2	 122.7	 91.3	 96.8	 95.7	 98.8	 84.0	 109.2	 90.9	 96.8	 99.5	 95.3	 97.5	 112.7	 93.5	 105.9
	 12,439	 4,433	 16,872	 2,522	 152	 134	 391	 3,199	 2,124	 2,614	 417	 633	 414	 6,202 	 3,234	 2,857	 6,091	 1,800	 821	 2,621
	 100.6	 114.7	 104.0	 96.8	 99.3	 102.3	 103.4	 97.9	 96.6	 92.5	 88.9	 102.9	 116.9	 95.9	 100.7	 98.4	 99.6	 115.0	 94.6	 107.7
	 3,200	 1,150	 4,350	 580	 35	 30	 90	 735	 490	 640	 98	 170	 110	 1,508	 800	 669	 1,469	 400	 195	 595
	 101.8	 107.8	 103.3	 82.7	 79.5	 107.1	 68.7	 81.3	 99.6	 97.6	 95.1	 96.0	 93.2	 97.5	 101.8	 93.8	 98.0	 90.9	 99.5	 93.6
	 3,200	 1,190	 4,390	 580	 35	 25	 95	 735	 570	 650	 100	 170	 100	 1,590	 820	 774	 1,594	 420	 215	 635
	 98.0	 102.7	 99.3	 88.3	 97.2	 51.0	 182.7	 92.6	 98.4	 94.8	 87.7	 100.6	 96.2	 96.2	 100.6	 99.9	 100.3	 90.3	 94.3	 91.6

実数 (千㎥)
前年比 (％)
実数 (千㎥)
前年比 (％)
実数 (千㎥)
前年比 (％)
実数 (千㎥)
前年比 (％)
実数 (千㎥)
前年比 (％)

主要木材の入荷量
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概　要
　2018 年 10 月の新設住宅着工戸数は 83,330 戸（前年同月比 0.3％増）で先月

の減少から再びの増加となった。

　その内、木造住宅は 50,211 戸（同比 2.4％増）で 3 カ月連続の増加となった。

季節調整済年率換算値は 95.0 万戸で前月比 0.8％増、3 カ月ぶりの増加となる。

　利用関係別では持家が 25,949 戸（前年同月比 4.6％増）で先月の減少から再

びの増加、貸家は 35,225 戸（同比 7.3％減）で 2 カ月の連続の減少、分譲は

21,394 戸（同比 9.2％増）で 3 カ月連続の増加となった。分譲の内訳はマンショ

ンが 8,604 戸（同比 14.9％増）で 3 カ月連続の増加、戸建ては 12,556 戸（同比

5.9％増）と 7 カ月連続の増加となった。貸家は減少したが、持家及び分譲住宅

が増加したため、全体で前年同月比 0.3％の増加となった。

国内 ･ 外合板の供給量
　10 月の国内合板生産量は 27.5 万㎥（前月比 104.7％、前年同月比 98.3％）と

発表された。その内、針葉樹合板の生産量は 26.4 万㎥（同比 104.4％、98.4％）

となり、出荷量は 28.0 万㎥（同比 115.8％、102.4％）で在庫量は 18.3 万㎥と

9 カ月ぶりに減少し、出荷量は過去最高となった。

　 輸 入 合 板 の 10 月 度 入 荷 量 は 27.6 万 ㎥（ 前 月 比 133.7 ％、 前 年 同 月 比

119.2％）となった。国別入荷量はマレーシアが 11.0 万㎥、インドネシアが 8.5

万㎥、中国が 5.6 万㎥となっており、若干多めに感じるが 9 月と 10 月の入荷量

の平均は通常月並の入荷量であった。

今後の見通し
　国内針葉樹合板 10 月度は出荷量 28.0 万㎥と過去最高の数量となり、在庫量

が減少し 11 月も好調な出荷量に支えられ更に減少すると思われる。非構造用合

板も大幅に増加しており、引続き継続されていくと思われる。12 月以降の需要

を考えるとこれからもしばらく強気で推移していき、今後の需要増加局面で品

不足による混乱が起きると考えられるので、多少先の必要量も確保しておいた

ほうがよいだろう。

　輸入合板の産地状況は、地域によって若干違いはあるが、原木供給は順調で

あり遅れていた契約残も消化された。マレーシアでは最低賃金引上げと伐採税

上昇により価格は強気が継続されると思われる。国内では港倉庫で人手不足に

よる入荷作業能力低下が起きており、また倉庫スペース不足もあり入港量減少

が予想される。
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合板　短期需給見通し

供給 需 要（出荷） 期末在庫

計 国内製造 輸入合板 計 国内製造 輸入合板 合計 国内製造 輸入合板

2018(H30)7-9
前回予測 （1,531） （810） （721） （1,480） （800） （680） （1,193.057）（210.083）（982.974）

実績 1,463.823 803.302 660.521 1,460.000 776.096 683.904 1,145.880 227.289 918.591

10-12
前回予測 （1,568） （840） （728） （1,550.000） （830） （720） （1,211.057）（220.083）（990.974）

見込み 1,538.000 830.000 708.000 1,580.000 840.000 740.000 1,103.880 217.289 886.591
計 6,090.000 3,234.000 2,856.000 6,063.000 3,171.000 2,892.000

2018(H31)1-3
前回予測 （1,510） （810） （700） （1,470） （770） （700） （1,251.057）（260.083）（990.974）

見通し 1,469.000 800.000 669.000 1,500.000 780.000 720.000 1,072.880 237.289 835.591
4-6 見通し 1,594.000 820.000 774.000 1,490.000 780.000 710.000 1,176.880 277.289 899.591

（Unit：1,000㎥）林野庁主催「平成 30 年度 第 3 回木材需給会議」に先立ち
2018 年 12 月 5 日の「平成30年度 第三回合板需給検討委員会」

（日本合板工業組合連合会・日本木材輸入協会・日本合板商業組合）で
合板需給見通しを検討しました

　国産合板の需要
1. 平成 30 年第 3 四半期の実績について　　　今回（776 千㎥）

（実績数量の背景、前年同期との比較等）
　�需要環境は、住宅着工数が第 3 四半期も引き続き前年比減ではあるが前年水準に

回復傾向。需要は、豪雨や地震による災害の影響もあり、回復スピードは足踏み
状態となっていた。出荷量は前年同期の－ 5.2％の 776 千㎥となり、前回予測よ
り減少、第 2 四半期実績にもわずか届かなかった。

2. 平成 30 年第 4 四半期の見込みについて　　今回（840 千㎥）
（見込み作成の根拠、前年同期との比較等）

　�需要環境は、住宅着工数における貸家は厳しいものの、持家と分譲住宅は前年水
準の回復傾向が見込まれる。針葉樹構造用合板の面材耐力壁や非住宅用途、非構
造用ではフロアー台板、型枠合板の用途向け拡大が一層進む見込み。　需要は、
大手プレカット工場や大手住宅メーカーは活発で、中小プレカット工場や中小工
務店の動きも回復してきている。地域別では、西日本豪雨災害の復旧・復興要因
もあり西高東低で推移の見込み。出荷量は、前年比＋ 0.2％だが第 3 四半期より大
きく増加見込み。

3. 平成 31 年第 1 四半期の見通しについて　　今回（780 千㎥）
（見通し作成の根拠）

　�供給（生産）は、季節的要因から生産効率が下がる時期、また残業規制などへ対
応により前年水準の見通し。需要環境は、消費増税における駆け込みなど従来比
較で小規模ではあるが増加要因となり、住宅着工数の持家や分譲住宅は前年より
増加する見通し。また建築基準法の一部改訂により非住宅分野での建築物の木造
化も追い風となり、用途の拡大が一層期待される見通し。

（前年同期との差異について）
　出荷量は前年比＋ 0.3％、780 千㎥となる見通し。
4. 平成 31 年第 2 四半期の見通しについて　　今回（780 千㎥）

（見通し作成の根拠）
　�第 1 四半期同様、住宅着工数は消費税前の駆け込みへ向けて、持家などの木造住

宅の着工数は本格的に回復してくる見通し。
（前年同期との差異について）

　出荷量は前年比＋ 0.4％、780 千㎥となる見通し。
5. その他注目点等
　�建築基準法の一部改訂（耐火構造の要件見直し）は、建築物の木造化を一層推進

するものとなり、針葉樹構造用合板の拡大につながってゆくことが期待される。

　輸入合板の需要
1. 平成 30 年第 3 四半期の実績について　　　今回（684 千㎥）

（実績数量の背景、前年同期との比較等）
　�入荷は前回予測より大きく下回った。需要（出荷）はほぼ見込み通りの低い、前年同期水準となった。出荷量は、

前年比＋ 0.4％、684 千㎥となった。
2. 平成 30 年第 4 四半期の見込みについて　　今回（740 千㎥）

（見込み作成の根拠、前年同期との比較等）
　�供給（入荷）状況において、コンテナの配船比率が上がり関東主要港の在庫スペースや荷役への影響が高まって

いる。このため滞船回避による供給（入荷）量は減少し、前年比でも低い水準となる見込み。需要面は、生型
枠用合板や構造用合板などの品薄感の強いものと過剰な入荷量で在庫が積みましているアイテムによる差が大き
い。需要環境は、住宅着工数の貸家は引き続き厳しいものの、持家と分譲住宅前年水準を超えると見込まれる。
需要は、国内構造用合板への転換や、産業用需要におけるフロアー台板の国産への代替は継続して進んでいる。
出荷量は前年比－ 0.4％だが、第 3 四半期より増加の 740 千㎥となる見込み。

3. 平成 31 年第 1 四半期の見通しについて　　今回（720 千㎥）
（見通し作成の根拠）

　�第 1 四半期の供給（入荷）量は大きく減少する見通し。これに対し出荷は、住宅着工数の前年超えへの回復が予
想されることから持ち直し、不足感のあるアイテムの強い引き合いは続く見通し。

（前年同期との差異について）
　出荷量は前年比＋ 1.3％、第 4 四半期より減少し 720 千㎥となる見通し。
4. 平成 31 年第 2 四半期の見通しについて　　今回（710 千㎥）

（見通し作成の根拠）
　�現地における丸太不足の改善や価格上昇のピークアウト、日本以外の輸入国の引き合いの減少などから供給（入

荷）の回復見通し。また 2020 年 1 月以降船舶の SOx 規制への改修対応が年後半より始まることは、相対的に上
期の供給が増える一因となる見込み。一方、需要は、国内合板等への代替に優位性のあるアイテムでは変わらず、
入荷量に見合った水準は出荷されてゆく見通し。

（前年同期との差異について）
　出荷量は前年比－ 6.2％、710 千㎥。
5. その他注目点等
　�国際海事機関（IMO）における日本の提案を含む SOx 規制の統一的な実施のガイドラインを 2019 年夏までに策

定することが合意されている。

2.3㎜ T2

4.0㎜  〃

5.5㎜  〃

9.0㎜  〃

12.0㎜  〃

ラワン JAS
F ☆☆☆☆

針葉樹構造用
（ネダノン）

輸入・型枠用

輸入・構造用

F ☆☆☆☆  12㎜ C-D

F ☆☆☆☆ 24㎜ 実付

F ☆☆☆☆ 28㎜ 実付

F ☆☆☆☆ 9㎜  3×10

12㎜ JAS 製品

F☆☆☆☆12㎜ JAS 製品

品　　目

650
780
940

1,540
1,840
1,150
2,570
2,870
1,980
1,480
1,500

11 月28 日

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

前週比

650
780
940

1,540
1,840
1,150
2,570
2,870
1,980
1,480
1,500

12 月5 日

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

前週比

650
780
940

1,540
1,840
1,150
2,570
2,870
1,980
1,480
1,500

12 月12 日

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

前週比

650
780
940

1,540
1,840
1,150
2,570
2,870
1,980
1,480
1,500

12 月19 日

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

前週比

※東京都ベニヤ板問屋協同組合、日本合板商業組合「市況通信」より 
（注）1 車単位（10 トン）問屋売り価格・90 日手形（JAS 製品）東京の合板卸売り価格 （円）

支部 2019 年 会場
神奈川   1 月 31 日（火） クルーズクルーズ横浜

東北（北地区）  2  月  8  日（金） 岩手県情報交流センターアイーナ

開催日程・会場が確定している認定事業者研修会

平成 30 年度合法木材・持続可能木材の
供給認定事業者研修会の実施

従来の「合法木材等の供給認定事業者研修会」に併せて、「木材関連事業者のクリー
ンウッド法登録推進セミナー」を実施しています。なお、認定事業者の研修修了
者には受講証明書を発行します。まだ認定事業者でなくても、今後、認定申請を
検討される木材関連事業者にも広くご参加いただけます。
今年度の支部単位の実施計画について、ご要請・ご要望を日合商本部事務局へお
寄せください。


